
 

 
 

（３）PROTECT 

PROTECTは、港湾当局への船舶入出港関連手続に関

する電子データ交換の標準化を進める団体であり、

1992年に設立された。 

PROTECTは、UN/EDIFACT標準の実装ガイドとして、

2005年にPROTECTガイドを発行している。標準化の対

象は、危険物申告、廃棄物申告、バース管理である。 

（４）SMDG 

 SMDGは、主に船社とコンテナターミナル間の電子

データ交換におけるUN/EDIFACTの標準メッセージや

実装ガイドの開発・改定を行う国際非営利団体であ

り、1987年から活動を行っている。 

標準化の対象は、コンテナの揚積情報、ゲートイ

ンアウト情報、コンテナ総重量確定情報などである。 

（５）DCSA 

DCSAは、海運コンテナ業界の世界的な連携に向け

たIT共通技術基盤のための標準の構築を目的とした

非営利組織であり、大手コンテナ船運航企業により

2019年4月に創設された。 

DCSAは、コンテナ海上輸送に関するビジネスプロ

セスやセマンティクスに関する標準化に加えて、海

上コンテナ追跡情報と航海スケジュール情報を共有

するためのAPI仕様を公開している。 

 

 

３．俯瞰的な分析 

 MSWとPCSの情報表現規約に関する国際標準化の傾

向を、国際団体等による活動から整理すると表-1の

とおりである。手続・通知系業務については、過去

から、国際団体等によりUN/EDIFACTの実装に関する

標準化活動が行われてきた（2019年に設立された

DCSAを除く）。現在もSMDGとPROTECTはUN/EDIFACTの

実装に向けた標準化を活動の軸にしている。  

一方で近年、セマンティクスの標準化（IMO/FAL、

IPCSA、DCSA）やビジネスプロセスの標準化（DCSA）

といった特定の技術に依らない内容、つまり、実装

に直結しない内容の標準化が行われている。また、

ステータス照会系業務については、近年、IPCSA、SMDG、

DCSAがAPI仕様の策定に取り組んでいる。 

 

４．おわりに 

関係者間のデータ連携が国内だけで完結するのか、

外国との連携が生じるのかによって、国際標準の適

用の必要性は異なる。我が国では、港湾関連データ

連携基盤などの構築が進められており、連携先によ

っては国際標準の適用を考慮する必要があると考え

られる。 

☞詳細情報はこちら 

1) 飯田他：港湾物流分野の情報連携技術に関する

国際標準化動向の俯瞰的分析と展望、日本物流学会

誌、2021（投稿中）。 

表-1 国際団体等による標準化活動の動向 
国際団体等 IMO/FAL IPCSA PROTECT SMDG DCSA 

議論開始年 1987年以前 2011年 1992年 1987年 2019年 

関連システム MSW PCS/MSW MSW PCS PCS/MSW*5 

実
装
に
直
結
す
る
標
準

化(

シ
ン
タ
ッ
ク
ス
・
実

装
ガ
イ
ド) 

手続・

通知系

業務*1 

初版 FAL便覧

【2001年】 

第2版FAL便覧

【2011年】 

IPCSAガイド 

【2013年】 

 

UN/EDIFACTの標準メッ

セージ・実装ガイドの

開発と改訂【～現在】 

UN/EDIFACTの標準メッセー

ジ・実装ガイドの開発・改訂 

【～現在】 

－（議論なし） 

ステー

タス照

会系業

務*2 

（議論は確認

で き な か っ

た。） 

PCS間での連携のた

めのAPI仕様を開発 

【2017年】*3 

（議論は確認できなか

った。） 

標準化を目指し、まずは船舶

スケジュール情報共有のた

めのAPI仕様をREST方式で開

発【2019年】 

海上コンテナ追跡情報、船舶スケジ

ュール情報共有のためのAPI仕様を

REST方式で開発【2020年】*6  

特定の技術に依ら

ない普遍的な箇所

の標準化（セマン

ティクス・ビジネ

スプロセス） 

第3版FAL便覧

【2019年】 

左記の第3版FAL便

覧の策定議論に参

画．今後も第3版FAL

便覧の改訂に主体

的に携わっていく

意向【2020年】*4 

（議論は確認できなか

った。） 

－（議論は確認できなかっ

た。） 

DCSA Industry Blueprint – Container 

Shipping 1.0【2019年】 

DCSA Information Model 1.0【2020年】 

DCSA Interface Standard for Track and 

Trace 1.2【2020年】 

DCSA Interface Standard for 

Operational Vessel Schedules 1.0【2020

年】 
*1 貨物輸送に不可欠な情報（例：船荷証券やブッキングなどの手続情報） *2 貨物輸送の可視化情報（例：コンテナ位置のリアルタイム情報） 

*3 Network of Trusted Networks (NoTN)というPCSの間でデータ連携を行うプロジェクトにおいてAPI仕様を開発。なお、2021年2月時点、NoTNはProof of Conceptの段階である。 

*4 IPCSAは、第3版FAL便覧の改訂のために2019年に設置されたIMOの専門家会合について、国際機関が標準の調和に取り組む初めての事例の一つであると評価し、また、標準化活動の一環と

して、IMOの取り組みに今後主体的に携わっていく意向を示している。 

*5  DCSAは船社の観点からの標準化を行っているものの、船側と港湾当局側との間での手続や情報共有が生じることから、PCSとMSW双方に影響を与える可能性があるためPCS/MSWと表記。 

*6 下欄に示すDCSA の標準に基づく実装仕様。                            
（出典）詳細情報文献1)に筆者一部加筆 
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１．はじめに 

国土交通省では、建設現場の生産性向上を図るこ

とを目的としたi-Constructionをすすめており、

2025年までに生産性を2割向上させることを目標と

している。令和2年度には、新型コロナウイルス感染

症対策を契機に、建設プロセス等の全面的なDX化を

すすめるため、3次元デジタルデータを一元的に保

管・活用するためのDXデータセンター、IT技術を活

用した計測技術や無人遠隔施工・効率化施工に関す

る研究開発を行う実験フィールドの構築を進めた。 

図-1  DX データセンターのシステムの概要 

２．DXデータセンターの構築 

 DXデータセンターは、BIM/CIM等の3次元デジタル

データを一元的に保管し、検索/表示/提供するもの

である。国土交通省職員だけでなく、インターネッ

トを介して、国土交通省の業務や工事を受注する民

間企業も利用することができる。 

これにより、測量・調査・設計・施工の各段階で

作成されるCIMモデルを、別の工事・業務や維持管理

に活用することを促進できるものと考えている。 

令和2年度には、システム構成を検討し、利用者の

アクセス管理、3次元モデルの検索/表示およびWEB会

議機能の開発/実装を行った。 

図-2 建設DX実験フィールドの概要 

３．建設DX実験フィールドの整備 

無人化施工技術や自律施工技術、遠隔制御のため

の映像支援技術（5G）に関する研究を行うための実

験フィールドと、出来形検査・配筋検査及び遠隔検

査に関する技術や、構造物の3次元データの自動取

得・生成に関する技術の研究開発を目的とした模型

施設によって構成される。 

国立研究開発法人土木研究所が保有する敷地を含

め約4万㎡の建設土工用実験エリアを確保し、通信イ

ンフラとして5G基地局を設置している。 

４．今後の展開 

実験フィールドにおいては、土木研究所や民間企

業/大学等と連携し、研究を進める予定である。また、

DXデータセンターについては、BIM/CIMを活用した施

工管理や維持管理を支援するソフトの開発やハード

拡充を行い、BIM/CIMの普及をさらに後押していく。 
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